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1. はじめに 

本資料は，福島第二原子力発電所原子炉施設保安規定（以下「保安規定」とい

う。）第３章「保安管理体制」のうち，第４条「保安に関する組織」及び第５条

「保安に関する職務」の規定内容について説明する。 

 

2. 基本的な考え方 

福島第二原子力発電所においては１号炉，２号炉，３号炉及び４号炉すべて

において廃止措置計画認可申請（令和２年５月２９日付原管発官Ｒ２第４３号，

原管発官Ｒ２第４４号，原管発官Ｒ２第４５号及び原管発官Ｒ２第４６号）を

実施しており，今回申請する保安規定は当該認可申請を受けた後に施行するた

め，保安規定第４条「保安に関する組織」及び第５条「保安に関する職務」に

て規定する保安管理体制を変更する。 

廃止措置に伴う変更として，組織の最適化を図るため，廃止措置に関わる新

たな業務を行うグループを新設するとともに，従来の業務を行うグループを統

廃合することで，保安管理体制を整備する。 
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3. 保安に関する組織及び職務 

3.1. 運転中における保安に関する組織及び職務 

現行保安規定において，保安規定第４条「保安に関する組織」及び保安規定

第５条「保安に関する職務」については以下のとおり規定している。 

（福島第二原子力発電所原子炉施設保安規定） 

（保安に関する組織） 

第４条 

発電所の保安に関する組織は，図４のとおりとする。 
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（福島第二原子力発電所原子炉施設保安規定） 

（保安に関する職務） 

第５条 

 保安に関する職務のうち，本社組織の職務は次のとおり。 

（１）社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指揮し，品質マネ

ジメントシステムの構築，実施，維持，改善に関して，保安活動を統轄

するとともに，関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させるため

の活動並びに健全な安全文化を育成及び維持するための活動を統轄す

る。また，保安に関する組織（原子炉主任技術者を含む。）から適宜報

告を求め，｢トラブル等の報告マニュアル｣に基づき，原子力安全を最優

先し必要な指示を行う。 

（２）内部監査室長は，管理責任者として，品質保証活動に関わる監査を統

括管理する。また，関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させるた

めの活動並びに健全な安全文化を育成及び維持するための活動を統括

する（内部監査室に限る。）。 

（３）福島第二原子力監査グループは，品質保証活動の監査を行う。 

（４）原子力・立地本部長は，管理責任者として，原子力安全・統括部，原

子力運営管理部，原子力設備管理部，原子燃料サイクル部，原子力人財

育成センター，原子力資材調達センターの長及び所長を指導監督し，原

子力業務を統括する。また，関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着

させるための活動並びに健全な安全文化を育成及び維持するための活

動を統括する（内部監査室を除く。）。 

（５）原子力安全・統括部は，管理責任者を補佐し，原子力・立地本部にお

ける安全・品質の管理及び要員の計画，管理に関する業務を行う。 

（６）原子力運営管理部は，原子力発電所の運転及び施設管理に関する業務

（原子力設備管理部所管業務を除く。）を行う。 

（７）原子力設備管理部は，原子力発電設備の改良及び設計管理に関する業

務を行う。 

（８）原子燃料サイクル部は，原子燃料の調達に関する業務を行う。 

（９）原子力人財育成センターは，保安教育及びその他必要な教育の総括に

関する業務を行う。 

（１０）原子力資材調達センターは，調達先の評価・選定に関する業務を行

う。 

（１１）廃棄物対策グループは，輸入廃棄物の確認に関する業務を行う。 

（１２）輸送技術グループは，輸入廃棄物の管理に関する業務を行う。 
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（福島第二原子力発電所原子炉施設保安規定） 

（続き） 

２．保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は次のとおり。 

（１）所長は，原子力・立地本部長を補佐し，発電所における保安に関する

業務を統括し，その際には主任技術者の意見を尊重する。 

（２）所長付は，変更管理の体系及びリスク管理の総括に関する業務を行

う。 

（３）労務人事グループは，要員の計画に関する業務を行う。 

（４）資材グループは，調達に関する業務を行う。 

（５）業務システムグループは，原子力業務システムの運用管理に関する業

務を行う。 

（６）安全総括グループは，事業者検査の総括に関する業務を行う。 

（７）品質保証グループは，品質保証体系の総括に関する業務を行う。 

（８）原子炉安全グループは，原子力安全の総括及び原子力技術の総括に関

する業務を行う。 

（９）防災安全グループは，緊急時の措置の総括及び初期消火活動のための

体制の整備に関する業務を行う。 

（１０）防護管理グループは，周辺監視区域及び保全区域の管理に関する業

務を行う。 

（１１）放射線安全グループは，放射線管理（放射線・化学管理グループ所

管業務を除く。）及び環境放射能測定に関する業務を行う。 

（１２）放射線・化学管理グループは，化学管理及び作業・工事に係る放射

線管理に関する業務を行う。 

（１３）環境グループは，放射性固体廃棄物の管理に関する業務を行う。 

（１４）発電グループは，原子炉施設の運用管理に関する業務を行う。 

（１５）当直は，原子炉施設の運転に関する業務（作業管理グループ所管業

務を除く。）及び燃料取扱いに関する業務を行う。 

（１６）作業管理グループは，原子炉施設の運転に関する業務のうち保全作

業の管理に関する業務を行う。 

（１７）運転評価グループは，原子炉施設の運転に係る業務の支援・評価に

関する業務（発電グループ所管業務を除く。）を行う。 

（１８）燃料グループは，燃料の管理に関する業務（当直所管業務を除く。）

を行う。 
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（福島第二原子力発電所原子炉施設保安規定） 

（続き） 

（１９）保全総括グループは，原子炉施設の施設管理の総括及び電子通信設

備の運用に関する業務を行う。 

（２０）機械第一グループは，原子炉施設のうち原子炉設備に係る施設管理

に関する業務を行う。  

（２１）機械第二グループは，原子炉施設のうちタービン設備に係る施設管

理に関する業務を行う。 

（２２）電気機器第一グループは，原子炉施設のうち電気設備に係る施設管

理に関する業務（電気機器第二グループ所管業務を除く。）を行う。 

（２３）電気機器第二グループは，原子炉施設のうち電源設備に係る施設管

理に関する業務を行う。 

（２４）計測制御グループは，原子炉施設のうち計測制御設備に係る施設管

理に関する業務を行う。 

（２５）環境施設グループは，廃棄物処理設備及びサイトバンカの施設管理

に関する業務を行う。 

（２６）システムエンジニアリンググループは，保全革新業務の推進及び各

設備点検結果の評価並びに系統信頼性に関する技術検討に関する業務

を行う。 

（２７）原子炉プロジェクトグループは，原子炉内部構造物に係る施設管理

及び原子炉施設の高経年化に関する技術評価の総括に関する業務を行

う。 

（２８）改良工事プロジェクトグループは，原子炉施設のうち大型の改良工

事に関する業務を行う。 

（２９）土木グループは，原子炉施設のうち土木設備に係る施設管理に関す

る業務を行う。 

（３０）建築グループは，原子炉施設のうち建築設備に係る施設管理に関す

る業務を行う。 

（３１）発電所各グループは，第３条 8.2.4 で要求される検査の独立性を確

保するため，本項の業務以外に，他組織の職務に係る検査に関する業務

を行うことができる。 
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（福島第二原子力発電所原子炉施設保安規定） 

（続き） 

３．各職位は次のとおり，当該業務にあたる。 

（１）本社各部長（原子力人財育成センター所長及び原子力資材調達センタ

ー所長を含む。）は，原子力・立地本部長を補佐し，第４条の定めのと

おり，当該部が所管するグループの業務を統括管理する。 

（２）原子力安全センター所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，

安全総括部及び防災・放射線安全部の業務を統括管理する。 

（３）ユニット所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，運転管理部

及び保全部の業務を統括管理する。 

（４）発電所各部長は，第４条の定めのとおり，当該部が所管するグループ

の業務を統括管理する。 

（５）発電所各グループマネージャー（以下「各ＧＭ」といい，当直長及び

グループマネージャー相当の職位を含む。）は，グループ員（当直員及

び所長付要員を含む。）を指示・指導し，所管する業務を遂行するとと

もに，所管業務に基づき緊急時の措置，保安教育並びに記録及び報告を

行う。 

（６）グループ員（当直員及び所長付要員を含む。）は，ＧＭの指示・指導

に従い，業務を遂行する。 
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3.2. 廃止措置段階における保安に関する組織及び職務 

保安規定第４条「保安に関する組織」及び保安規定第５条「保安に関する職

務」については以下のとおりとしている。 

（福島第二原子力発電所原子炉施設保安規定） 

（保安に関する組織） 

第４条 

発電所の保安に関する組織は，図４のとおりとする。 
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（福島第二原子力発電所原子炉施設保安規定） 

（保安に関する職務） 

第５条 

保安に関する職務のうち，本社組織の職務は次のとおり。 

（１）社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指揮し，品質マネ

ジメントシステムの構築，実施，維持，改善に関して，保安活動を統轄

するとともに，関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させるため

の活動並びに健全な安全文化を育成及び維持するための活動を統轄す

る。また，保安に関する組織（廃止措置主任者を含む。）から適宜報告

を求め，｢トラブル等の報告マニュアル｣に基づき，原子力安全を最優先

し必要な指示を行う。 

（２）内部監査室長は，管理責任者として，品質保証活動に関わる監査を統

括管理する。また，関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させるた

めの活動並びに健全な安全文化を育成及び維持するための活動を統括

する（内部監査室に限る。）。 

（３）福島第二原子力監査グループは，品質保証活動の監査を行う。 

（４）原子力・立地本部長は，管理責任者として，原子力安全・統括部，原

子力運営管理部，原子力設備管理部，原子燃料サイクル部，廃止措置室，

原子力人財育成センター，原子力資材調達センターの長及び所長を指

導監督し，原子力業務を統括する。また，関係法令及び保安規定の遵守

の意識を定着させるための活動並びに健全な安全文化を育成及び維持

するための活動を統括する（内部監査室を除く。）。 

（５）原子力安全・統括部は，管理責任者を補佐し，原子力・立地本部にお

ける安全・品質の管理及び要員の計画，管理に関する業務を行う。 

（６）原子力運営管理部は，原子力発電所の運転及び施設管理に関する業務

（原子力設備管理部所管業務を除く。）を行う。 

（７）原子力設備管理部は，原子力発電設備の改良及び設計管理に関する業

務を行う。 

（８）原子燃料サイクル部は，原子燃料の調達に関する業務を行う。 

（９）廃止措置室は，廃止措置の総括に関する業務を行う。 

（１０）原子力人財育成センターは，保安教育及びその他必要な教育の総括

に関する業務を行う。 

（１１）原子力資材調達センターは，調達先の評価・選定に関する業務を行

う。 

（１２）廃棄物対策グループは，輸入廃棄物の確認に関する業務を行う。 

（１３）輸送技術グループは，輸入廃棄物の管理に関する業務を行う。 
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（福島第二原子力発電所原子炉施設保安規定） 

（続き） 

２．保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は次のとおり。 

（１）所長は，原子力・立地本部長を補佐し，発電所における保安に関する

業務を統括し，その際には廃止措置主任者の意見を尊重する。 

（２）所長付は，変更管理の体系及びリスク管理の総括に関する業務を行

う。 

（３）労務人事グループは，要員の計画に関する業務を行う。 

（４）資材グループは，調達に関する業務を行う。 

（５）業務システムグループは，原子力業務システムの運用管理に関する業

務を行う。 

（６）安全総括グループは，事業者検査，原子力安全及び原子力技術の総括

に関する業務を行う。 

（７）品質保証グループは，品質保証体系の総括に関する業務を行う。 

（８）燃料・輸送グループは，燃料の管理に関する業務を行う。 

（９）廃止措置計画グループは，廃止措置の計画及び実施の総括に関する業

務を行う。 

（１０）防災安全グループは，緊急時の措置の総括及び初期消火活動のため

の体制の整備に関する業務を行う。 

（１１）防護管理グループは，周辺監視区域及び保全区域の管理に関する業

務を行う。 

（１２）放射線管理グループは，放射線管理及び環境放射能測定に関する業

務を行う。 

（１３）廃棄物管理グループは，化学管理，放射性廃棄物管理，放射性廃棄

物でない廃棄物の管理及び事故由来放射性物質の降下物の影響を受け

た設備・機器等の管理に関する業務を行う。 

（１４）廃止措置除染プロジェクトグループは，汚染状況の調査及び除染の

計画策定，管理に関する業務を行う。 
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（福島第二原子力発電所原子炉施設保安規定※） 

（続き） 

（１５）総括グループは，原子炉施設の施設運用の総括に関する業務を行

う。 

（１６）当直は，原子炉施設の運転に関する業務及び燃料取扱いに関する業

務を行う。 

（１７）施設運用第一グループは，原子炉施設の運用管理及び作業管理に関

する業務を行う。 

（１８）施設運用第二グループは，原子炉施設の運用管理及び作業管理に関

する業務（施設運用第一グループ所管業務を除く。），並びに原子炉施

設の運転に係る業務の支援に関する業務を行う。 

（１９）保全計画グループは，原子炉施設の施設管理の総括及び電子通信設

備の運用に関する業務を行う。 

（２０）直営グループは，原子炉施設の施設管理（直営）に関する業務を行

う。 

（２１）機械グループは，原子炉施設のうち機械設備（廃棄物処理設備及び

サイトバンカ含む。）に係る施設管理に関する業務を行う。 

（２２）電気機器グループは，原子炉施設のうち電気設備（廃棄物処理設備

及びサイトバンカ含む。）に係る施設管理に関する業務を行う。 

（２３）計測制御グループは，原子炉施設のうち計測制御設備（廃棄物処理

設備及びサイトバンカ含む。）に係る施設管理に関する業務を行う。 

（２４）システムエンジニアリンググループは，保全革新業務の推進及び各

設備点検結果の評価並びに系統信頼性に関する技術検討に関する業務

を行う。 

（２５）廃炉工事計画グループは，廃炉工事計画及び安全対策工事・廃棄物

処理設備等の工事計画に関する業務を行う。 

（２６）土木グループは，原子炉施設のうち土木設備に係る施設管理に関す

る業務を行う。 

（２７）建築グループは，原子炉施設のうち建築設備に係る施設管理に関す

る業務を行う。 

（２８）発電所各グループは，第３条 8.2.4 で要求される検査の独立性を確

保するため，本項の業務以外に，他組織の職務に係る検査に関する業務

を行うことができる。 

※：（１５）総括グループ，（１７）施設運用第一グループ及び（１８）施設運用

第二グループの職務の記載については，別紙１のとおり。 
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（福島第二原子力発電所原子炉施設保安規定） 

（続き） 

３．各職位は次のとおり，当該業務にあたる。 

（１）本社各部長（原子力人財育成センター所長，原子力資材調達センター

所長及び廃止措置室長を含む。）は，原子力・立地本部長を補佐し，第

４条の定めのとおり，当該部が所管するグループの業務を統括管理す

る。 

（２）廃止措置安全センター所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，

安全総括部及び防災・放射線安全部の業務を統括管理する。 

（３）ユニット所長は，所長を補佐し，第４条の定めのとおり，施設運用部

及び保全・工事部の業務を統括管理する。 

（４）発電所各部長は，第４条の定めのとおり，当該部が所管するグループ

の業務を統括管理する。 

（５）発電所各グループマネージャー（以下「各ＧＭ」といい，当直長及び

グループマネージャー相当の職位を含む。）は，グループ員（当直員及

び所長付要員を含む。）を指示・指導し，所管する業務を遂行するとと

もに，所管業務に基づき緊急時の措置，保安教育並びに記録及び報告を

行う。 

（６）グループ員（当直員及び所長付要員を含む。）は，ＧＭの指示・指導

に従い，業務を遂行する。 

  

 

(1) 本社組織の変更について 

本社組織においては，廃止措置に関わる新たな業務として主に廃止措置

に係る全体総括，廃止措置に係る対外対応を実施する箇所として，原子力・

立地本部内に廃止措置室を新設する。廃止措置室の職務は，廃止措置の総

括に関する業務を行うことである。 

廃止措置に伴う本社組織及びその職務の移行について，第１表に示す。 
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(2) 発電所組織の変更について 

発電所組織については，１号炉，２号炉，３号炉及び４号炉すべてが廃

止措置段階へと移行することから，現行保安規定における原子力安全セン

ター，運転管理部及び保全部をそれぞれ廃止措置安全センター，施設運用

部及び保全・工事部とし，廃止措置段階における組織であることを明確に

する。 

各部内における変更は以下のとおり。また，廃止措置に伴う発電所組織

及びその職務の移行について，第２表に示す。 

a. 安全総括部 

発電所組織のうち，安全総括部内の変更については以下のとおり。 

主に事業者検査の総括（検査実施部門への支援等），原子力安全に関

わる技術取りまとめ窓口を実施する箇所として，安全総括グループを

配置する。安全総括グループの職務は，事業者検査，原子力安全及び原

子力技術の総括に関する業務を行うことであり，現行保安規定におけ

る２グループの職務（安全総括グループの職務の全部及び原子炉安全

グループの職務の全部）を引き継ぐ。 

現行保安規定において運転管理部内に設置している燃料グループに

ついて，安全総括部内に燃料・輸送グループとして配置する。燃料・輸

送グループの職務は，燃料の管理に関する業務を行うことであり，現行

保安規定における燃料グループの職務の全部を引き継ぐ。 

廃止措置に関わる新たな業務のうち，主に発電所における廃止措置

の計画及び実施の総括，対外対応（立地地域への説明）支援を実施する

箇所として，廃止措置計画グループを新設する。廃止措置計画グループ

の職務は，廃止措置の計画及び実施の総括に関する業務を行うことで

ある。 



 

- 13 - 

b. 防災・放射線安全部 

発電所組織のうち，防災・放射線安全部内の変更については以下のと

おり。 

放射線管理を一元的に実施する箇所として，放射線管理グループを

配置する。放射線管理グループの職務は，放射線管理及び環境放射能測

定に関する業務を行うことであり，現行保安規定における２グループ

の職務（放射線安全グループの職務の全部及び放射線・化学管理グルー

プの職務の一部）を引き継ぐ。 

放射性液体・気体・固体廃棄物を含む廃棄物管理を一元的に実施する

箇所として，廃棄物管理グループを配置する。廃棄物管理グループの職

務は，化学管理，放射性廃棄物管理，放射性廃棄物でない廃棄物の管理

及び事故由来放射性物質の降下物の影響を受けた設備・機器等の管理

に関する業務を行うことであり，現行保安規定における２グループの

職務（放射線・化学管理グループの職務の一部及び環境グループの職務

の全部）を引き継ぐほか，新たに追加する放射性廃棄物でない廃棄物の

管理に関する業務を行う。 

廃止措置に関わる新たな業務のうち，主に汚染状況の調査に係る現

場対応，汚染の除去に係る計画策定・管理（作業主管箇所への支援等）

を実施する箇所として，廃止措置除染プロジェクトグループを新設す

る。廃止措置除染プロジェクトグループの職務は，汚染状況の調査及び

除染の計画策定，管理に関する業務を行うことである。 
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c. 施設運用部 

発電所組織のうち，施設運用部内の変更については以下のとおり。 

主に施設運用部の予決算管理，委託管理を実施する箇所として，総括

グループを配置する。総括グループの職務は，原子炉施設の施設運用の

総括に関する業務を行うことであり，現行保安規定における発電グル

ープの職務の一部を引き継ぐ。 

主に１～４号炉に係る運転管理に関するマニュアル作成及び作業許

可票の審査等を実施する箇所として，施設運用第一グループを配置す

る。施設運用第一グループの職務は，原子炉施設の運用管理及び作業管

理に関する業務を行うことであり，現行保安規定における２グループ

の職務（発電グループの職務の一部及び作業管理グループの職務の全

部）を引き継ぐ。 

現行保安規定において運転管理部内に配置している運転評価グルー

プの職務は，原子炉施設の運転に係る業務の支援・評価に関する業務

（発電グループ所管業務を除く。）を行うことであり，主にプラントデ

ータの収集及び分析，トラブル対応を実施している。廃止措置段階にお

いては，このうちトラブル対応に加え，主に廃棄物処理施設等に係る運

転管理に関するマニュアル作成及び作業許可票の審査等を実施する箇

所として，施設運用第二グループとして配置する。施設運用第二グルー

プの職務は，原子炉施設の運用管理及び作業管理に関する業務（施設運

用第一グループ所管業務を除く。），並びに原子炉施設の運転に係る業

務の支援に関する業務を行うことであり，現行保安規定における２グ

ループの職務（発電グループの職務の一部及び運転評価グループの職

務の一部）を引き継ぐ（引き継がない一部の職務については廃止措置段

階への移行に伴い削除する。）。 



 

- 15 - 

d. 保全・工事部 

発電所組織のうち，保全・工事部内の変更については以下のとおり。 

主に原子炉施設の施設管理の総括，電子通信設備の運用を実施する

箇所として，保全計画グループを配置する。保全計画グループの職務は，

原子炉施設の施設管理の総括及び電子通信設備の運用に関する業務を

行うことであり，現行保安規定における保全総括グループの職務の一

部を引き継ぐ。 

主に直営作業の実施計画，プログラム作成，実施管理を実施する箇所

として，直営グループを配置する。直営グループの職務は，原子炉施設

の施設管理（直営）に関する業務を行うことであり，現行保安規定にお

ける保全総括グループの職務の一部を引き継ぐ。 

機械設備の施設管理を一元的に実施する箇所として，機械グループ

を配置する。機械グループの職務は，原子炉施設のうち機械設備（廃棄

物処理設備及びサイトバンカ含む。）に係る施設管理に関する業務を行

うことであり，現行保安規定における３グループの職務（機械第一グル

ープの職務の全部，機械第二グループの職務の全部及び環境施設グル

ープの職務の一部）を引き継ぐ。 

電気設備の施設管理を一元的に実施する箇所として，電気機器グル

ープを配置する。電気機器グループの職務は，原子炉施設のうち電気設

備（廃棄物処理設備及びサイトバンカ含む。）に係る施設管理に関する

業務を行うことであり，現行保安規定における３グループの職務（電気

機器第一グループの職務の全部，電気機器第二グループの職務の全部

及び環境施設グループの職務の一部）を引き継ぐ。 

計測制御設備の施設管理を一元的に実施する箇所として，計測制御

グループを配置する。計測制御グループの職務は，原子炉施設のうち計
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測制御設備（廃棄物処理設備及びサイトバンカ含む。）に係る施設管理

に関する業務を行うことであり，現行保安規定における２グループの

職務（計測制御グループの職務の全部及び環境施設グループの職務の

一部）を引き継ぐ。 

現行保安規定において保全部内に配置している原子炉プロジェクト

グループの職務は，原子炉内部構造物に係る施設管理及び原子炉施設

の高経年化に関する技術評価の総括に関する業務を行うことであり，

廃止措置段階への移行に伴い削除する。 

現行保安規定において保全部内に配置している改良工事プロジェク

トグループの職務は，原子炉施設のうち大型の改良工事に関する業務

を行うことであり，主に大型の改良工事に伴う設計検討，工事計画・管

理，安全対策の検討及び工事計画を実施している。廃止措置段階におい

ては，このうち安全対策の検討及び工事計画に加え，廃止措置に関わる

新たな業務のうち，主に解体撤去工事計画，廃棄物処理設備等の工事計

画を実施する箇所として，廃炉工事計画グループとして配置する。廃炉

工事計画グループの職務は，廃炉工事計画及び安全対策工事・廃棄物処

理設備等の工事計画に関する業務を行うことであり，現行保安規定に

おける改良工事プロジェクトグループの職務の一部を引き継ぐ（引き

継がない一部の職務については廃止措置段階への移行に伴い削除す

る。）。 

 

以 上 
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第１表 廃止措置に伴う本社組織及びその職務の移行について（１／２） 

 
○：廃止措置に伴い新たに追加される業務 

  

運転中（変更前） 廃止措置段階（変更後） 

（１）社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指揮
し，品質マネジメントシステムの構築，実施，維持，改善に関
して，保安活動を統轄するとともに，関係法令及び保安規定の
遵守の意識を定着させるための活動並びに健全な安全文化を育
成及び維持するための活動を統轄する。また，保安に関する組
織（原子炉主任技術者を含む。）から適宜報告を求め，｢トラ
ブル等の報告マニュアル｣に基づき，原子力安全を最優先し必
要な指示を行う。 

（１）社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指揮
し，品質マネジメントシステムの構築，実施，維持，改善に関
して，保安活動を統轄するとともに，関係法令及び保安規定の
遵守の意識を定着させるための活動並びに健全な安全文化を育
成及び維持するための活動を統轄する。また，保安に関する組
織（廃止措置主任者を含む。）から適宜報告を求め，｢トラブ
ル等の報告マニュアル｣に基づき，原子力安全を最優先し必要
な指示を行う。 

（２）内部監査室長は，管理責任者として，品質保証活動に関
わる監査を統括管理する。また，関係法令及び保安規定の遵守
の意識を定着させるための活動並びに健全な安全文化を育成及
び維持するための活動を統括する（内部監査室に限る。）。 

（２）（変更なし） 

（３）福島第二原子力監査グループは，品質保証活動の監査を
行う。 

（３）（変更なし） 

（４）原子力・立地本部長は，管理責任者として，原子力安
全・統括部，原子力運営管理部，原子力設備管理部，原子燃料
サイクル部，原子力人財育成センター，原子力資材調達センタ
ーの長及び所長を指導監督し，原子力業務を統括する。また，
関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動並
びに健全な安全文化を育成及び維持するための活動を統括する
（内部監査室を除く。）。 

（４）原子力・立地本部長は，管理責任者として，原子力安
全・統括部，原子力運営管理部，原子力設備管理部，原子燃料
サイクル部，廃止措置室，原子力人財育成センター，原子力資
材調達センターの長及び所長を指導監督し，原子力業務を統括
する。また，関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させる
ための活動並びに健全な安全文化を育成及び維持するための活
動を統括する（内部監査室を除く。）。 
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第１表 廃止措置に伴う本社組織及びその職務の移行について（２／２） 

 

○：廃止措置に伴い新たに追加される業務 

運転中（変更前） 廃止措置段階（変更後） 

（５）原子力安全・統括部は，管理責任者を補佐し，原子力・
立地本部における安全・品質の管理及び要員の計画，管理に関
する業務を行う。 

（５）（変更なし） 

（６）原子力運営管理部は，原子力発電所の運転及び施設管理
に関する業務（原子力設備管理部所管業務を除く。）を行う。 

（６）（変更なし） 

（７）原子力設備管理部は，原子力発電設備の改良及び設計管
理に関する業務を行う。 

（７）（変更なし） 

（８）原子燃料サイクル部は，原子燃料の調達に関する業務を
行う。 

（８）（変更なし） 

（９）廃止措置室は，廃止措置の総括に関する業務を行う。 

（９）原子力人財育成センターは，保安教育及びその他必要な
教育の総括に関する業務を行う。 

（１０）（変更なし） 

（１０）原子力資材調達センターは，調達先の評価・選定に関
する業務を行う。 

（１１）（変更なし） 

（１１）廃棄物対策グループは，輸入廃棄物の確認に関する業
務を行う。 

（１２）（変更なし） 

（１２）輸送技術グループは，輸入廃棄物の管理に関する業務
を行う。 

（１３）（変更なし） 

○廃止措置に係る全体総括 
○廃止措置に係る対外対応 等 
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第２表 廃止措置に伴う発電所組織及びその職務の移行について（１／７） 

 

①～㉗：組織変更に伴い移行される業務，○：廃止措置に伴い新たに追加される業務，●：廃止措置に伴い削除される業務 

 

  

運転中（変更前） 廃止措置段階（変更後） 

（１）所長は，原子力・立地本部長を補佐し，発電所における
保安に関する業務を統括し，その際には主任技術者の意見を尊
重する。 

（１）所長は，原子力・立地本部長を補佐し，発電所における
保安に関する業務を統括し，その際には廃止措置主任者の意見
を尊重する。 

（２）所長付は，変更管理の体系及びリスク管理の総括に関す
る業務を行う。 

（２）（変更なし） 

（３）労務人事グループは，要員の計画に関する業務を行う。 （３）（変更なし） 

（４）資材グループは，調達に関する業務を行う。 （４）（変更なし） 

（５）業務システムグループは，原子力業務システムの運用管
理に関する業務を行う。 

（５）（変更なし） 
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第２表 廃止措置に伴う発電所組織及びその職務の移行について（２／７） 

 
①～㉗：組織変更に伴い移行される業務，○：廃止措置に伴い新たに追加される業務，●：廃止措置に伴い削除される業務 

 

  

運転中（変更前） 廃止措置段階（変更後） 

（６）安全総括グループは，事業者検査の総括に関する業務を
行う。 

（６）安全総括グループは，事業者検査，原子力安全及び原子
力技術の総括に関する業務を行う。 

（７）品質保証グループは，品質保証体系の総括に関する業務
を行う。 

（７）（変更なし） 

（１８）燃料グループは，燃料の管理に関する業務（当直所管
業務を除く。）を行う。 

（８）燃料・輸送グループは，燃料の管理に関する業務を行
う。 

（９）廃止措置計画グループは，廃止措置の計画及び実施の総
括に関する業務を行う。 

①事業者検査の総括（検査実施部門への支援等） 等 

（８）原子炉安全グループは，原子力安全の総括及び原子力技
術の総括に関する業務を行う。 

②原子力安全に関わる技術取りまとめ窓口 等 

①事業者検査の総括（検査実施部門への支援等） 
②原子力安全に関わる技術取りまとめ窓口 等 

○発電所における廃止措置の計画及び実施の総括 
○廃止措置に係る対外対応（立地地域への説明）支援 等 
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第２表 廃止措置に伴う発電所組織及びその職務の移行について（３／７） 

 

①～㉗：組織変更に伴い移行される業務，○：廃止措置に伴い新たに追加される業務，●：廃止措置に伴い削除される業務 

運転中（変更前） 廃止措置段階（変更後） 

（１１）放射線安全グループは，放射線管理（放射線・化学管
理グループ所管業務を除く。）及び環境放射能測定に関する業
務を行う。 

（１２）放射線管理グループは，放射線管理及び環境放射能測
定に関する業務を行う。 

（９）防災安全グループは，緊急時の措置の総括及び初期消火
活動のための体制の整備に関する業務を行う。 

（１０）（変更なし） 

（１０）防護管理グループは，周辺監視区域及び保全区域の管
理に関する業務を行う。 

（１１）（変更なし） 

（１４）廃止措置除染プロジェクトグループは，汚染状況の調
査及び除染の計画策定，管理に関する業務を行う。 

③放射線管理（放射線業務従事者の線量管理等） 
④平常時の環境放射線モニタリング 等 

③⑦放射線管理 
④平常時の環境放射線モニタリング 等 

（１２）放射線・化学管理グループは，化学管理及び作業・工
事に係る放射線管理に関する業務を行う。 

⑤水質評価・管理 
⑥放射性液体・気体廃棄物管理 
⑦放射線管理（管理区域の区域区分管理等） 等 

（１３）環境グループは，放射性固体廃棄物の管理に関する業
務を行う。 

⑧放射性固体廃棄物管理 
⑨事故由来放射性物質の降下物の影響を受けた設備・機器
等の管理 等 

（１３）廃棄物管理グループは，化学管理，放射性廃棄物管
理，放射性廃棄物でない廃棄物の管理及び事故由来放射性物質
の降下物の影響を受けた設備・機器等の管理に関する業務を行
う。 

⑤水質評価・管理 
⑥放射性液体・気体廃棄物管理 
⑧放射性固体廃棄物管理 
⑨事故由来放射性物質の降下物の影響を受けた設備・機器
等の管理 
○放射性廃棄物でない廃棄物の管理 等 

○汚染状況の調査に係る現場対応 
○汚染の除去に係る計画策定・管理（作業主管箇所への支
援等） 等 
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第２表 廃止措置に伴う発電所組織及びその職務の移行について（４／７） 

 

①～㉗：組織変更に伴い移行される業務，○：廃止措置に伴い新たに追加される業務，●：廃止措置に伴い削除される業務 

  

運転中（変更前） 廃止措置段階（変更後） 

（１４）発電グループは，原子炉施設の運用管理に関する業務
を行う。 

⑩予決算管理，委託管理 
⑪１～４号炉に係る運転管理に関するマニュアル作成 
⑫廃棄物処理施設等に係る運転管理に関するマニュアル作
成 
⑬廃棄物処理施設等に係る作業管理（作業許可票の審査
等） 等 

（１６）作業管理グループは，原子炉施設の運転に関する業務
のうち保全作業の管理に関する業務を行う。 

⑭１～４号炉に係る作業管理（作業許可票の審査等） 等 

（１５）当直は，原子炉施設の運転に関する業務（作業管理グ
ループ所管業務を除く。）及び燃料取扱いに関する業務を行
う。 

（１６）当直は，原子炉施設の運転に関する業務及び燃料取扱
いに関する業務を行う。 

（１７）運転評価グループは，原子炉施設の運転に係る業務の
支援・評価に関する業務（発電グループ所管業務を除く。）を
行う。 

●プラントデータの収集及び分析 
⑮トラブル対応 等 

（１５）総括グループは，原子炉施設の施設運用の総括に関す
る業務を行う。 

⑩予決算管理，委託管理 等 

（１７）施設運用第一グループは，原子炉施設の運用管理及び
作業管理に関する業務を行う。 

⑪１～４号炉に係る運転管理に関するマニュアル作成 
⑭１～４号炉に係る作業管理（作業許可票の審査等） 等 

（１８）施設運用第二グループは，原子炉施設の運用管理及び
作業管理に関する業務（施設運用第一グループ所管業務を除
く。），並びに原子炉施設の運転に係る業務の支援に関する業
務を行う。 

⑫廃棄物処理施設等に係る運転管理に関するマニュアル作
成 
⑬廃棄物処理施設等に係る作業管理（作業許可票の審査
等） 
⑮トラブル対応 等 
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第２表 廃止措置に伴う発電所組織及びその職務の移行について（５／７） 

 
①～㉗：組織変更に伴い移行される業務，○：廃止措置に伴い新たに追加される業務，●：廃止措置に伴い削除される業務 

 

  

運転中（変更前） 廃止措置段階（変更後） 

（１９）保全総括グループは，原子炉施設の施設管理の総括及
び電子通信設備の運用に関する業務を行う。 

⑯原子炉施設の施設管理の総括 
⑰直営作業の実施計画，プログラム作成，実施管理 
⑱電子通信設備の運用 等 

（１９）保全計画グループは，原子炉施設の施設管理の総括及
び電子通信設備の運用に関する業務を行う。 

⑯原子炉施設の施設管理の総括 
⑱電子通信設備の運用 等 

（２０）直営グループは，原子炉施設の施設管理（直営）に関
する業務を行う。 

⑰直営作業の実施計画，プログラム作成，実施管理 等 
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第２表 廃止措置に伴う発電所組織及びその職務の移行について（６／７） 

 

①～㉗：組織変更に伴い移行される業務，○：廃止措置に伴い新たに追加される業務，●：廃止措置に伴い削除される業務 

運転中（変更前） 廃止措置段階（変更後） 

（２０）機械第一グループは，原子炉施設のうち原子炉設備に
係る施設管理に関する業務を行う。 

⑲原子炉設備の施設管理 等 

（２１）機械第二グループは，原子炉施設のうちタービン設備
に係る施設管理に関する業務を行う。 

⑳タービン設備の施設管理 等 

（２２）電気機器第一グループは，原子炉施設のうち電気設備
に係る施設管理に関する業務（電気機器第二グループ所管業務
を除く。）を行う。 

㉑電気設備の施設管理 等 

（２３）電気機器第二グループは，原子炉施設のうち電源設備
に係る施設管理に関する業務を行う。 

㉒電源設備の施設管理 等 

（２４）計測制御グループは，原子炉施設のうち計測制御設備
に係る施設管理に関する業務を行う。 

㉓計測制御設備の施設管理 等 

（２５）環境施設グループは，廃棄物処理設備及びサイトバン
カの施設管理に関する業務を行う。 

㉔廃棄物処理施設及びサイトバンカの機械設備の施設管理 
㉕廃棄物処理施設及びサイトバンカの電気設備の施設管理 
㉖廃棄物処理施設及びサイトバンカの計測制御設備の施設
管理 等 

（２１）機械グループは，原子炉施設のうち機械設備（廃棄物
処理設備及びサイトバンカ含む。）に係る施設管理に関する業
務を行う。 

⑲原子炉設備の施設管理 
⑳タービン設備の施設管理 
㉔廃棄物処理施設及びサイトバンカの機械設備の施設管理 
等 

（２２）電気機器グループは，原子炉施設のうち電気設備（廃
棄物処理設備及びサイトバンカ含む。）に係る施設管理に関す
る業務を行う。 

㉑電気設備の施設管理 
㉒電源設備の施設管理 
㉕廃棄物処理施設及びサイトバンカの電気設備の施設管理 
等 

（２３）計測制御グループは，原子炉施設のうち計測制御設備
（廃棄物処理設備及びサイトバンカ含む。）に係る施設管理に
関する業務を行う。 

㉓計測制御設備の施設管理 
㉖廃棄物処理施設及びサイトバンカの計測制御設備の施設
管理 等 
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第２表 廃止措置に伴う発電所組織及びその職務の移行について（７／７） 

 

①～㉗：組織変更に伴い移行される業務，○：廃止措置に伴い新たに追加される業務，●：廃止措置に伴い削除される業務 

 

運転中（変更前） 廃止措置段階（変更後） 

（２６）システムエンジニアリンググループは，保全革新業務
の推進及び各設備点検結果の評価並びに系統信頼性に関する技
術検討に関する業務を行う。 

（２４）（変更なし） 

（２７）原子炉プロジェクトグループは，原子炉内部構造物に
係る施設管理及び原子炉施設の高経年化に関する技術評価の総
括に関する業務を行う。 

（２８）改良工事プロジェクトグループは，原子炉施設のうち
大型の改良工事に関する業務を行う。 

（２９）土木グループは，原子炉施設のうち土木設備に係る施
設管理に関する業務を行う。 

（２６）（変更なし） 

（３０）建築グループは，原子炉施設のうち建築設備に係る施
設管理に関する業務を行う。 

（２７）（変更なし） 

（３１）発電所各グループは，第３条 8.2.4 で要求される検査
の独立性を確保するため，本項の業務以外に，他組織の職務に
係る検査に関する業務を行うことができる。 

（２８）（変更なし） 

●原子炉内部構造物の施設管理 
●原子炉施設の高経年化に関する技術評価の総括 等 

●大型の改良工事に伴う設計検討，工事計画・管理 
㉗安全対策の検討及び工事計画 等 

（２５）廃炉工事計画グループは，廃炉工事計画及び安全対策
工事・廃棄物処理設備等の工事計画に関する業務を行う。 

（廃止措置に伴い削除） 

○解体撤去工事計画 
㉗安全対策の検討及び工事計画 
○廃棄物処理設備等の工事計画 等 
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保安規定第５条（保安に関する職務） 施設運用部各グループの職務の記載について 

 

令和元年１２月１４日に開催された事業者ヒアリングでのコメントを受け，現在変更認可申請中の保安規定第５条（保

安に関する職務）における施設運用部各グループの職務の記載について，明確にする目的で再度検討した結果，以下のと

おり各グループの職務の記載について補正することとする。 

 

補正前 補正後 

第５条（保安に関する職務） 

（中略） 

２．保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は次のと

おり。 

（中略） 

（１５）総括グループは，原子炉施設の運用管理の総括に

関する業務を行う。 

（中略） 

（１７）施設運用第一グループは，原子炉施設の運用管理

及び運転支援に関する業務を行う。 

 

（１８）施設運用第二グループは，原子炉施設の運転に関

する業務（当直所管業務を除く。）及び運用管理に関す

る業務（施設運用第一グループ所管業務を除く。）を行

う。 

（以下略） 

第５条（保安に関する職務） 

（中略） 

２．保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は次のと

おり。 

（中略） 

（１５）総括グループは，原子炉施設の運用管理施設運用

の総括に関する業務を行う。 

（中略） 

（１７）施設運用第一グループは，原子炉施設の運用管理

及び運転支援作業管理に関する業務を行う。 

（１８）施設運用第二グループは，原子炉施設の運転に関

する業務（当直所管業務を除く。）及び運用管理及び作

業管理に関する業務（施設運用第一グループ所管業務

を除く。），並びに原子炉施設の運転に係る業務の支援

に関する業務を行う。 

（以下略） 
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